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日本入学生の海外留学促進に関する提言:2020年への挑戦
Promoting Studying Abroad for Japanese Students: A Challenge by the Year 2020 
大西好宣(国際連合大学)
Yoshinobu ONISHI (United Nations University) 
要 旨
わが国では、留学生政策に関し、長く受け入れに関する議論が中心で、日本人の海外留学促進策につ
いては、少なくとも悶家戦略というレベルでは議論されてこなかった。 f留学生受入れ 10万人計画」達
成後の 2003年、中教審が「相互交流の重視jを打ち出し、ょうやく送り出し (outbound)に関する国家
レベルの議論が始まった。 2007'4三には政府の答申が相次いで発表され、そのどれもが短期留学の促進や
ダブルデイグリー制度の構築を唱えるなど、 2003年答申を基本的に継承していた。 2008年答申では、日
本人の海外留学に関する記述の分量がさらに増え、巷では日本主導のアジア版エラスムス計図の実施も
取りざたされている。このような追い風の中、留学生教育学会を含む留学生関連諸問体は、当事者とし
てこの問題に取り総むべきだ。例えば、学会内に専門委員会を設置し、日本人留学生倍増に向けた 2年
後の政策提言を目指すなどの方法がある。
[キーワード:国家戦略、留学生政策、日本人留学生、送り出し、留学生30万人計画〕
Summary 
In ]apan， RYUGAKUSEI or international students had only meant those students who came to ]apan， for a 
long time until 2003 when the Central Education Council suggested， inits policy paper， that more attention to 
mutual exchange be paid. The policy paper， for the first time， encouraged us to start discussing how to promote 
studying-abroad programs for ]apanese students， ata national level in a strategic manner. ln 2007 and 2008， 
some noteworthy policy papers and recommendations for the international student policy were made in public 
one after another. Referring to dual d巴greeprograms and short stay programs， they basically acceded to the 
sprit or the recommendations offered in the 2003 policy paper. Taking this opportunity， organizations and indi-
viduals that are interested in the issues related to international students; including ]apan Association for 
lnternational Student Education， should now start playing a more vital and active role， for example， by establishゅ
ing a sub-committee that deals with the very issue that we seldom discussed before. If possible， itwil be worト
derful that one of these organizations presents a policy paper that， for example， aims at achieving 200，000 
]apanese students studying abroad annually by the year 2020 when we are supposed to have 300，000 interna-
tional students in ]apan. 
[Key words : national strategy， international student policy， inbound/outbound students， studying-abroad pro-
gramsJ 
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上本提言の背景
日本人が留学という持、その行き先は殆どが欧米なの
ではないかc 中国や韓国を筆頭に、国際社会で益々その
発言力を強めるアジアを、留学先として選択する日本人
がもっといてもいいのではないか。筆者(大西， 2007)
の研究はそのような問題意識が発端であったO
開研究では、まず日本人によるアジア留学の実態を把
揮するため、実際にアジア留学の経験を持つ日本人のベ
36名にインタビューを5えみた。同時に、 f度らのようなア
ジア官学経験者を、わが国の企業はどのように評価して
いるのかを調べるため、東京証券取引所 1部上場企業を
対象としたアンケ…ト調査も併せて実施したC
い、向調査は国際教育交流協議会(jAFSA)の賛同
と助成を得たばかりでなく、メディアにも取り上げられ
るなど、情報の乏しかった日本人によるアジア官学の実
態とそれに関わる企業の視点を明らかにしたという意味
で、一定の成果をあげた。そこでは、多くの企業が日本
人のアジア官学経験者に関心を抱きながらも、情報不足
に悩んでいることカf浮き彫りになったのである。
では、このような事態を少しでも改善するにはどうし
たらよいのであろうか。残念ながら、当該研究ではその
点について必ずしも明らかにはなっていない。ただひと
つ確かなことは、日本人のアジア留学を促進するという
行為は、教育問題ばかりではなく、産業政策や外交問題
とも秘接に絡み合う、優れて政策的な側面をも併:せ持つ
ということである。
だとすると、これまでわが国にはどのようなマクロ的
留学生政策があったのだろうか。そして、行き先がアジ
アであろうと散米であろうと、日本人が海外で学ぶこと
についてわが国は戦略というものを来たして持っている
(或いは、持っていた)のだろうかc 日本人のアジア留
学をf足進する意i床でも、まずこれらの点を明らかにした
上で、その政策的な位置づけや実現可能性を考えなけれ
ばならない。
- 110 
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3.1 2007年の活況
3.2 いわゆる留学生30万人言十繭
3.3 アジア版エラスムス計閤
4.送り出しに関するより多くの議論
と提言を
4.1 I嬰なアクター
4.2 議論活性化のための方法論
4.3 政策提言の内符:日本人留学生
H~:t将言 j'j事j
2. わが国の留学生政策レビュー
2.1 閤策としての留学生攻策の登場
1997 if. 3月27段、参議院の文教委員会で日下部椋代
子議員が次の発言をしている。
「局長るお触れになりま Lたが、戎が回の留学生政策
の奴#というのは、これは 19831f.三でごさvいま Lたかに
スタートいたLtLた留学生受けλれナ万人計厨であろ
うかと，思います。J
この発言に見られる通り、わが閣の留学生政策の鴨矢
となったのは中曽根政権時代のいわゆる「留学生 10万
人計画Jであることは衆lヨの一致するところであろう C
この政策が立案されることとなった経緯に関しては様々
な説があるが、有力な説のひとつとして次のようなもの
がある。すなわち、 11983if三5丹、中曽根康弘首相がア
セアン諸国を訪問し、最後に立ち寄ったシンガボールで
元日本留学生たちから『自分たちの息子や娘は日本には
官学させたくないJと言われてショックを受けたJとい
うものである O そして、「帰国後すぐに当時の文部大臣
に指示して私的諮問機関を設け、 21世紀に向けた皆学生
政策を検討させたJという(明江，2002)。
結果的には平くも同じ年の8月末、 21世紀の初頭まで
に官学生受け入れ数を 10万人にするという「留学生 10
万人計箇Jが発表され、当時のマスコミにも大きく取り
上げらilたO その結果、 10万人という数字がその後1人
歩きした傾向は多少あるものの、留学生関連の政策がこ
れほど世間のI1'I~1 を集めたことはそれまでなく、その意
味では(プラスもマイナスも含め)世の中を大きく変え
た政策であった、とは言えるであろう。
2.2 受け入れ論議に偏りがちな留学生政策
しかしながら同時に、留学生 10万人計jiljは受け入れ
(jnbound)のみに偏した政策であったことも間違いなL、。
何故ならば、 L記の計樹自主)安を見る限り、送り Uiし
(outbound) に関する政策については全く言及がないか
らである。
留学生 10万人計画実施後の 1997年には、政府に留学
生政策懇談会が組織され、第一次答申を発表している。
しかしながら、この答申もまた、どうしたら官学生 10
万人が達成で、きるかという視点で、受け入れに関してのみ
言及しているに過ぎず、日本入学生の送り出しについて
は何も提言めいたものがない。従ってこの時点までは、
留学生政策と言えば、それはすなわち受け入れのみを指
していたにほぼ等しい。少なくとも政府に限っては、 20
i世紀末までこのような状況が続いていた、という事実は
記憶に留めておくべきであろう O
さらに残念なことに、学界もこのような事態を追認し
ていたのではないか、と筆者には思われてならない。試
みに、「留学生教育」誌の創刊す 0996年 11月発行)か
ら最新の第 12号 (2007年 12月発行)までの全ての論文
(但し実践報告を除く)を筆者なりにテーマ加分類して
みたところ、下記のような内訳となった~
-送り出しに関するもの
.受け入れに|認するもの
2編
46編
-受け入れ後に帰国した元官学生のフォローアップ 8編
・日本語学習など語学に関するもの 38編
・その他 1編
元官学生のフォローアップや語学に関する論考も広い
窓p.未では受け入れに連なるものであり、これらを含めれ
ば少数の例外を除いて、研究者の問題意識はほぼ留学生
の受け入れのみに傾註されていたと吉つでも過言ではな
い。しかも、 j二記の 1997年懇談会答申には「留学生施
策の…環としての臼本語教育振興施策の推進」ゃ「官学
後のアフターケアの充実jがあり、充留学生のフォロー
や語学に関する研究は、itJせずして政府の意図に沿うよ
うなものに終始していることは注目すべきであろう C
他方、主に大学の留学関連事務を担当する実務者で構
成される ]AFSAに関しでも、その調査・研究Ji)J成プログ
ラムで 2007年末までに採択された案件について向様の
試みを行ったところ、以下のような結果となった
(JAFSAのインターネット化プロジェクトなど、全体で
は下記のどの項目にもあてはまらないものもあるん
-送り出しに関するもの
.受け入れに関するもの
・受け入れ後に帰国した元官学生のフォロー
l編
21編
2編
すなわち、こと智学生政策に関しては、官学あげて受け
入れrjJ心の議論を過去長い関にわたって展開してきた、
というのが偽らざる事実のようである。
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2.3 送り出しを初めて論じた政策
2.3.1 相互交流重視への政策転換
このような状況に変化の兆しが見えたのは、 2003年に
中央教育審議会が出した「新たな留学生政策の展開につ
いてjという答申である。 2003年には、政府ーの長年の悲
願であった留学生 10万人計画が無事達成され、それに
代わる新たな指針が求められていたのであるO
この答申では、「受入れ中心から相互交流重視へ」と
いう理念が示され、続いて次のような記述がある O
はぎが国との閣の初互理解の増進、友好関係の深ft1i: 
図るとしサ玄味では、本来、留学生交成{;}:、双方向の初
互交統であることが溜まれる。 LかL、我が叩の長子学1=.
政策においては、閣僚貢献という観点から、 4チに途上回
からの留学生受λれに重点がl安かれてきて)3り、日本人
の線対留学についての政策的会対応{;}:ナ分収られてさた
とは言えなしミ。また、立ftJ戎加の留学生殺を居ると、受λ
;fU;}:アジア中心、成泣(;}:欧米中心であり、 j1]務が取れて
いをい。j
ここで注目すべきポイントは、1)今までは受け入れ
中心であり、送り出しには十分な注意、が払われて来なか
ったと認めたこと、 2)受け入れと送り出しとの問で地
域バランスを欠いていることに言及したこと、 3)その
tで相互交流重視という新たな理念を表明したこと、の
3点であろう。
このような提言が出てきた大きな理由のひとつは、海
外へ留学する日本人の急激な伸びがある。留学生 10万
人計頭が発表された 1983年には、海外で学ぶ日本人は
ほんの l万8千人程度に過ぎなかった。ところが、 2001
年にはそれが7万6千人余りにも膨れ上がっている O 皆
がinboundの留学生数に注目しているうちに、 outbound
の留学生数もひとりでに急増していたのだ(国1)0
それと問時に、 inbound、outbound共に数が少ないう
ちは由籍別・地域別の不均衡はそれほど気にならなかっ
たものの、数が増えるにつれあらゆる閣での歪みが認識
されるようになった。最も:大きな要因は、 inboundでの
中国出身留学生の急増、そして outboundにおける棺変
わらずの散米偏重傾向である。
日本学生支援機構(JASSO)発表の資料 (2007)によ
れば、 2007年5月現在、 inboundでは中居出身留学生の
数が71，277人にも達している O また outboundについて
は、 2006年 11月26日の読売新開(東京版 9面) I求
む! 日本入学生jが参考になる G 問記事は、日本人の
海外留学者数を各大陸・地域別に紹介している。それに
よると、多いところから}IJ良に、北米 42，295人、アジア
16，028人、欧州 12，151人、オセアニア 4，028人、中南米
32入、 rjl東 17人となっており、大陸別に見ればアジア
は2位につけているものの、圧倒的に北米への留学傾向
が5rn¥t、。
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(出典:中央教育審議会「新たな留学生政策の展開について」文部科学省、 p34.)
2.3.2 具体的施策
上記のような地域間不均衡を是正するために、この答
申では幾つかの施策が具体的に挙げられている。筆者な
りにまとめてみると、1)アジアやその他の途上屈を念
頭に置いたもの、そして 2)先進国との関係を念頭に置
いたもの、の2種類に分類できるように思う O
前者の例としては、まず海外留学に関する情報提供の
充実が挙げられよう。加えて fアジア太平洋大学交流機
構 (UMAP)が開発した UMAP単位互換方式 (UCTS)
の活用が有効」とし、短期留学の推進による日本人のア
ジア官学促進を示唆している O
さらに3番目として外国政府との協力体制の強化を挙
げ、これまで関係のなかった、或いは希薄であった圏々
ともより強聞な関係を構築していこうという意図が伺え
る。
次に、先進国を念頭に置いたものとしては、世界最先
端の研究を行っている大学で日本人が博士号を取得でき
るような長期留学制度の設立、というものがある。ここ
では「国際機関の職員をはじめ国際的にも指導的立場で
活躍できる日本人を育成すること」がその目的として掲
げられている。
2ふ3 新政策への反応
留学生政策に関する長い間の空白を洩めるように登場
した問答申への評価は、概ね好意的であった。例えば黒
木 (2003)は、この答申を「留学生政策の新段階jと呼
んで恭本的に支持する。 具体的には、1)わが国の国際
競争力の強化、 2) グローパルイヒの中で活緯できる人材
の育成、という 2つの視点を挙げ、 1ヨ本人が国際的な
競争環境の I:!]で学習や研究を行うことはきわめて有志:
義Jと説いた。
また、 ]AFSAもパブリックコメントという形で当時の
会員からの意見を聴取した。その結果、問答申に対する
表立った批判は少なく、概ね反応は好意的であり、こう
すればもっとよくなるとか、この提言にはこういった補
強策が不可分だなどの建設的な意見・要望が自立った。
3.最近の勤き
3.1 2007年の活況
その後数年は目立った動きがなかったものの、 2007年
に入って相次いで留学生に関する政策が答申されたり、
閣議決定されたりした。ほんの数年前まで、留学生に関
する国家戦略と言えば事実上留学生 10万人計画だけだっ
たことを忠えば、まさに踊世の観がある。政府やその諮
問機関によって発表された答申は以下の5つである加。
(l)経済財政諮陀会議「成長力加速プログラムJ(4 
月)
(2)アジアゲートウェイ戦略会議(首相官邸)1アジ
アゲートウェイ構想J(5月)
(3)イノベーシヨン 25戦略会議(首相官邸)rイノベ
ーション 25J(6月)
(4)教育再生会議「教育再生会議第二次報告J(6月)
(5)経済財政諮問会議[経済財政改革の基本方針 2007
(骨太2007)J(6月)
そして、政府以外では大学の1Hijからも以下のi主目すべ
き改善案が提言されている。
(6)国立大学協会「留学j制度の改善に向けてJ(l月)
112 -
これだけの提案が会て 2007年に出てきたというのは、
おそらく偶然に過ぎないであろう。しかし、たとえ 2007
という数字にさほどの意味はなくとも、留学生政策に関
してこれほど多くの組織や個人が一斉に発言を開始した
ということは、今後の留学生政策の動向を占うという意
味から、この年がひとつの大きな節目になったというこ
とは疑いない。 2007年という年は、まさにそのような時
代状況であったという点で後世に長く記d臆されるであろ
う。以下、それぞ、れの提言や答申の内容について少し詳
しく見ていきたい。
(l)経済財政諮問会議「成長力加速プログラムj
本答申の副題は「生産性5割増を目指してjというも
ので、ここに本答申の基本的な性格がよく表れている。
答申ではこの目標を達成するために3つの戦略を提言す
る。すなわち、
①基礎力:成長力底上げ戦略
②効率:サービス革新戦略
③創造力:成長可能性拡大戦略
の3点である。このうち留学に関係するものは上記③で
あり、その中の方策のひとつとして「大学改革 "3つの
重点パッケージ"Jを提言している。
その内容はわが国の大学の菌際化促進を強く示唆する
もので、具体的には海外の有力大学等との連携強化や留
学生・教育交流の充実等をうたっている O 続けてさらに
詳細に、単位互換・二重学位・英語による授業・相互交
流を目的とした奨学金の拡充等に代表されるような、ア
ジアを含めた国際的な相互連携プログラム (r大学・大
学院グローパル化プラン(仮称)J) を策定することを求
め、後述する「経済財政改革の基本方針 2007(骨太
2007)Jにその提言を凝り込むことを している O
(2) アジアゲートウェイ戦略会議「アジアゲートウェ
イ構想、J
本構想では、航空自由化を築頭に 10に及ぶ最重要項
目が挙げられ、その3番目として「アジア高度人材ネッ
トワークのハブを目指した留学生政策の再構築Jを提言
している。臨みに、副題は「新たな国家戦略策定に向け
た関係者の力の結集jというもので、ここで「戦略J或
いは続けて「留学生戦略Jという表現が用いられている
ことが自をヲ!く。また、 f受入れJという言葉と共に、
留学生 f獲得Jという、より能動的な響きを持つ用語が
登場していることも注目してよい。
さらには、全体としては従来のような受け入れ中心の
発想ながら、「日本人の海外学習機会の拡大Jとして送
り出しについても短く触れている点は評価できるのでは
ないか。ここで述べられている送り出しの目的は、日!t
wで活躍できる日本人を育てるJというものである。そ
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臼本入学生の海外留学促進に隠する提言:2020年への挑戦
のために、「大学のオフショア・プログラムや短期留学
プログラムの開発、若手研究者の派遣制度の充実、青少
年交流の拡大、戦略的に重要な国への派遣等を推進するJ
ことをうたっている。最後の「戦略的に重要な毘への派
遣」という視点は、他の答申や提言にはないものであり、
この点は重要な指摘であると思われる。
なお、本構想、では先に挙げた 10の最重要項目として、
第4番呂に「世界に開かれた大学づくりJが挙げられて
おり、その中の提言である「ダブル・デイグリーやジョ
イント・デイグリー等の国際的なプログラムの開発」も
広義には日本人の海外留学を後押しする施策と雷える。
(3)イノベーション 25戦略会議 fイノベーション 25J
長期戦略指針「イノベーション 25Jが思い描くのは、
2025年のあるべき日本の姿である O そのような社会を作
る方策がイノベーションで、その「イノベーションを絶
え間なく部造する基盤は『人jであJり、さらに言えば
「出る杭jとしての人材であると向指針は言う O この観
点から、間報告書では大学の重要性や留学の意義に着目
する。僻えば短期留学の充実や、中高生の段階でアジア
の問年代の若者と交流させる等の案、さらには博士課程
を籍者の l割を海外に l年留学させるというように具体
的な数値目標を挙げ、若者の海外交流の充実を訴える O
加えて、世界に関かれた大学づくりという観点から、
「学生の交換留学を抜本的に拡充する」こと、「海外の大
学の学部や大学院との単位互換を促進するjことを説く。
具体的には、複数学位制(ダブル・デイグリー)の拡大
や、国際的な大学問連携(コンソーシアム)を通じた日
本人学生の留学支援策を提案している。
(4)教育再生会議「教育再生会議第二次報告」
この報告は、初等・中等教育も含めわが国の教育問題
全般について提言を行っている。その中の第担率として
「地域、世界に貢献する大学・大学院の再生jというタ
イトルを掲げ、その元となる「改革の視点jとして、グ
ローパル競争や大学金入、知識基盤社会などを挙げてい
る。この第盟章の提言2が留学に関するもので、副題は
f悶家戦略としての留学生政策jとある。但し、送り出
しに関する提言は「国は、日本人留学生について、大学
生の短期官学や若手研究者の長期留学促進、中学高校生
のホームステイ、交換留学等の機会の拡充を国る」とい
う一文のみである O しかも、対象とする地域については
触れられていないので、 2003年の中教審提言が指捕した
地域的な不均衡という視点について、本報告において考
慮されたのか否かは不明で、ある。
本報告では上記以外にも「アジアを含めた国際的な大
学問の相互連携プログラム (r大学グローパルイヒプラン
(仮称)J)Jの策定や単位互換、ダブル・デイグ 1)一等の
促進を訴えており、広い意味ではこれらの提言も阪本人
の海外留学を促進するものと思われる。これらの提言は、
後述する「骨太2007Jにも提言として盛り込まれている。
(5)経済財政諮問会議「経済財政改革の基本方針2007
(骨太2007)J
上記で紹介した 4種類の提言や答申を統合するような
形で編纂、公示されたのがこの「骨太2007Jである O こ
の方針案では、いわゆる送り出しに関し、 f日本入学生
の短期留学の機会を拡充するjとしか述べていないもの
の、大学の国際化に向けて様々な提言を行っており、そ
れらは密接に送り出し政策と関連する。
例えば、開方針ーでは先の教育再生会議の第二次答申を
受け、文部科学省に「大学グローパル化プランJ(仮称)
を2007年内に策定することを要求し、[アジアを含めた
国際的な大学院の相互連携プログラムを促進する(単位
互換、夕、ブル・デイグリ一等)Jことを提言している。
これは、受け入れだけでなく送り出しも、という 2003
年の「新たな留学生政策の展開についてj答申以来の姿
勢を、改めて明確に支持したものと考えられる。
また、「アジア高度人材ネットワークのハブを目指し
た留学生政策の再構築」を唱え、日本人の海外学習機会
の拡大を提言している。さらに同じ文脈で、 Irアジア・
ゲートウェイ構想jの基本方針を踏まえ、(中盟各)新た
な留学生!淡路を策定するJと記している。
(6)国立大学協会 f留学制度の改善に向けてj
この報告害:では、全部で5章からなる第 l部の提言編
のうち、第5主主を送り出しにあて、日本からの海外学生
派遣増加策を考察している。冒頭、 ]ASSOが2004年度
に行った調査結果を引用しながら、「日本から海外の教
育機関へと留学する学生数は毎年7万人を超えていると
考えられるが、(中略)この内の約半数が語学習得を目
的とした留学であり、専門分野の学問領域を学習する目
的での本格的な留学は依然として十分行われていないJ
と述べ、「日本人の海外留学生が少ないことは、日本の
大学や社会の由際化を推進するにあたって大きなマイナ
ス要因Jだと警鐘を鳴らす。因みに、国立大学協会が上
う f本格的な留学」をした白本人の数は 18，570人
である。
i司協会が学生の海外派遣増加策として挙げるのは以下
の7つである O すなわち、
①海外留学プログラムを工夫すること
②日本入学生の留学に対するモチベーションを高め
ること
③経済的支援を充実させること
④海外留学に対して社会がもっと肯定的な評価をす
ること
⑤卒業連れや就職活動時の障害など、不利な要j過を
排除すること
⑤ 1ヨ本入学生の語学力を向上させること
⑦留学前、留学中、留学後の支援を充実させること
という 7つの方策で、どの方策に関しでもさらに細かい
内容の提言が述べられている O 例えば①に関しては、ダ
ブル・デイグリー・プログラムや短期特別プログラムの
共同開発は言うに及ばず、文科系学生と理科系学生との
|峻別、発展途上国への留学の推奨など、学生と日常的に
接する現場の大学人らしい知恵が詰まっている O
さらに言えば、③の経済的な支援不足も、⑥の語学力
不足も、昔からあらゆる場面で指摘されていた事柄であ
るc ④の社会的な評価向上は②の学生側のモチベーショ
ンにもつながる問題であろう。⑤についても、留学すれ
ば卒業が遅れるという現行の制度が学生の不満や留学離
れを招いていることは、多くの識者が指摘してきたこと
である。例えば、大西 (2007)の報告書には多くのアジ
ア留学経験者から卒業の遅れを心配したという体験談が
吐露されている {320
このように本報告書は、政府やその諮問機関が提案し
た答申~と比べれば、確かに国益という意識はより希薄
ではあるものの、きめ細かさや具体性、実現可能性とい
う観点からは非常に優れた提案である。大学教育の現場
或いは最前線からの貴重な提雷という意味でも、もっと
注目されてよい良質な報告書である。
3.2 いわゆる留学生30万人計麗
続いて 2008年には、 rt教審が中心となり、いわゆる
「留学生30万人計画」を提唱した。向年2月にはその正
式な分科会として留学生特別委員会が発足し、現在に至
るまで数次の会合を開催、く Ir留学生30万人計測Jの
骨子J取りまとめの考え方に基づく具体的方策の検討
(案)>という小情子を編纂している O 現段階ではまだ素
案ではあるものの、この答申では、第V章「日本人の海
外留学jとしてわざわざ一つの章を割き、国際人の養成
などその重要性や意義に言及しているところが、従来の
答申に比べ大きな進展である O ただ、内容についてはダ
ブルデイグリーの促進など、これまで発表された政府の
答申と比べても特に新鮮味はない。受け入れに関しては
12020 年を目処に 30万人を活指し」と明確な数値目標を
掲げるものの、送り出しについては数値目襟及び目標達
成年限の設定はないc
さらに、この素案には残念ながらアジアへの留学促進
策については現段階で特に記述はなく、 2003年答申より
逆に後退した印象さえある O その代わり、特に大事な留
学先という意味であろうか、米国叫への官学について特
別に叙述しである事実は重要である。
また、中教審と同様に「官学生30万人計両Jを支持・
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推進してきた教育再生会議は、 2008年 1月31臼で解散
したものの、その後を受けた教育再-生懇談会が2008年5
月初日に f緊急、提言jを、同月 26Bに「これまでの審
議のまとめjを発表している O ここでは特に後者につい
て、ひと雷触れておきたい。まず、同まとめでは、 f3.
f留学生30万人計画jに国家戦略として取り級むJとし、
計画への積極的な関与を掘っている。国家戦略という用
語を使用していること自体は注目すべきであるものの、
日本人の海外留学促進については「日本入学生の海外留
も拡大する」と短く触れられているのみである。
但し、次項の f4.英語教育を抜本的に見直すjで、
f;~校生、大学生の海外留学の推進などを通じ、英語教
育を強化し、日本の伝統・文化を英語で説明できる日本
人を育成する」としており、英語教育強化との関係で日
本人の留学促進が提案されていることは、この報告書独
自の特徴となっている O
3.3 アジア瓶エラスムス計菌
2008年7月21日の読売新聞朝刊IJ (東京版)によれば、
「アジア・太平洋地域で、単位互換制度を中心に大学生
や教員の留学・交流を進める政府の fアジア版エラスム
ス計画Jの概要が(中間各)明らかになったJという。同
記事によれば、本憐想、は2008年 12月にタイで関擢予定
の東アジア首脳会議で日本が正式に発表、 2009年秋には
日中韓3国と東南アジア諸問の大学関で試験的に開始と
いう予定だそうである O また、規模としては5年!習で最
大約 5，000人の相互交流を目指すという。
同計箇は、もともと歌ナ'"共同体(現在の欧州連合)が
1987年に開始したエラスムス計図を下敷きにしたもの
で、上記で、紹介した複数の答申が、例えば「アジアを含
めた間際的な大学問の棺]主連携プログラム」という
で表現していた(教育再生会議による)構想、の具体化で
ある。上記3.2で触れた教育再生懇談会も、その第 l回
の会合でこの計磁について具体名を挙げ議論している。
現段階ではまだ詳細は不明だが、記事の内容がもし事
とすれば、日本の大学は留学生の受け入れだけでなく、
送り出しについても従来にない強国な枠組みを獲得する
こととなる C 当面は参加大学の数も限られるため、数の
上でのインパクトは小さいが、欧州に遅れること約20
年、日本が国家戦略としてこのような双方向のシステム
を整えるという政策的意味はi;lとして小さくない。
4 .送り出しに関するより多くの議論と提
奮を
4.1 主要なアクター
これまでみてきたように、ここにきてようやく、日本
人の海外官学促進に関して追い風が吹いてきた。受け入
日本入学生の海外官学促進にi認する提言:2020年への挑戦
れと送り出しは留学生政策という率の両輪であるから、
ょうやく今、正常な状態に近づきつつあるということが
えるのではないだろうか。そこで、その状態をさらに
理想に近づけるために、以下では著者の腹案を原初的な
提言のひとつとしてお示ししたい。
現在のところ、留学生政策策定のイニシアチブを取っ
ているのは、よくも悪くも文部科学省や外務省、経済産
業省、法務省、そして国土交通省などの政府機関が主で
ある。国立大学協会のように、原出として学長を中心と
するハイレベルな構成員からなる団体を加えるとして
も、大学や日本語学校のキャンパスで日常的に留学生と
接している、いわば現場の人たちの意思はなかなか反映
されにくい。
このような状況で、留学生教育学会を含む留学生関連
諸学会、 jAFSAやCOISANのような関連研究会の役割は
以前にも増して重要である。それらの構成員は上で、述べ
たような、より末端に近い現場の人たちが中心であるか
らだ。しかも彼らは、大学や日本語学校など、所属する
個々の組織を越えて集まることができる。さらにその職
域も、研究者や事務職員、民間企業の社員、学校経営者
なとεバラエテイに寓み、これにより多様な意見が反映さ
れることが期待される。
これらの諮問体及びそこに所属する個人は、これから
は傍観者として政府主導の議論の行方をただ見守るので
はなく、政策の実現や方向性策定に関し、より積極的な
役割を来たしたい。自らのネットワークをフルに利用す
ることにより、日本人の海外留学促進策についての具体
案を提示し、あらゆる機会を捉えて情報を発信し自ら行
動することが必要だ、。
4.2 議論活性化のための方法論
では、主要なアクターとしての留学生教育学会を含む
留学生関連諸学会、 jAFSAやCOISANのような関連研究
会において、日本人の海外哲学に関する議論を活性化さ
せるために呉体的に何ができるであろうか。第4章で紹
介した中教審や国立大学協会の試みに倣い、例えば留学
生教育学会のような学会内部に、当該テーマを取り扱う
分科会或いは専門委員会を常設するのはどうであろう O
その上で、学会内外に適宜その議論を報告・公開してい
けば、送り出しを巡る議論の活性化に役立つのではない
か。なおその際、一方的な伝達ではなく、学会のウエブ
ページに掲示板を設けるなど、構成員相互間の議論が可
能な体制を整えることが必要かっ時代の要請であろう。
そしてできれば、委員会設置から 2年後を目処に学会
としての提言を文部科学省宛に行うというのはし叫、がで
あろう。委員会設援を 2008年とすれば、その2年後は
2010 :fj三となり、政府が提言した f留学生30万人計nliJ
の達成目標年度2020年のちょっど10年前となる。これ
- 115-
ならばタイミングとしても区切りがよい。
さらに課題となるのは、主要アクター間相互の連携と
協力である。上で主要なアクターとして列挙した留学生
関連諸学会、 ]AFSAや COISANのような関連研究会にお
いて、現在に至るまで、共同の調査・研究や会議が実施
された例は決して多くない。これは何も日本入学生の海
外留学促進というテーマに限った話ではない。これらア
クタ一間の連携・協力に加え、現行の主要なアクターで
ある文部科学省やその関連団体である日本学生支援機構
(jASSO)、或いは何と言っても日本人の海外官学に関し
て大きな経験とノウハウの蓄積を持つ留学関連の民濁諸
問体とも、共同研究や会議開催の可能性を模索すべきで
ある。
4.3 政策提言の内容:自本人留学生倍増計画
政府の提言が「溜学生 30万人計画Jと具体的な数債
を示し、その達成目標年度まで明示していることを鑑み
れば、上記で筆者が提案した留学生教育学会による政府
への提言も、「どの程度(=具体的な目襟、数値白襟)J 
について踏み込むべきであろう。
では、「留学生 30万人計画J達成予定の 2020年、日
本人の海外留学生はどれくらいいればよいのであろう。
現時点では単なる数字合わせにしか過ぎないものの、次
のような計算は成り立つ。まず、第4主主で紹介した文部
科学省のく r留学生 30万人計画』の官'子j取りまとめ
の考え方に基づく具体的方策の検討(案)>という小冊
によれば、 2004年時点で日本人の海外留学生数は
82，945人と過去最高を記録したそうである。この送り出
しの数字に1.5をかけ合わせれば、同年の受け入れ留学
生の数にほぼ等しい。
従って、受け入れと送り出しで少なくとも現在と向積
度の比率を保つためには、 f留学生 30万人計画J達成予
定の 2020年、日本人の留学経験者は 20万人いなければ
ならない計算である。留学生教育学会が政策提言を発表
する 2010ij三、日本人留学生が 10万人まで増えていると
仮定すると、 2020年までの 10年間に日本人留学生数を
倍増するに等しい。このことから、当該政策提言のタイ
トルを「日本人留学生倍増計部jなどとし、わかりやす
く提示することは有効であろう。
4.2で提案した学会内の分科会或いは専門委員会
の目的は、 f2020年までに日本人留学生 20万人Jという
日襟をいかに達成するか、その具体策を様々議論し提奮
することである。その際、 20万人という白襟を地域別に
振り分け(或いは積み上げ)、北米に00人・アジア地
域に00人という風に議論することも有効ではないだろ
うか。同時に、例えば l年以上の長期留学(学位取得、
専門分野の研究を含む)は00人、短期語学官学は00
人というような目標設定もあり得るであろう O
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いずれにしろ、このような現場からの、そして送り出
しに特化した政策提言は初めての試みである。政策提言
自体の成果はもちろん重要であるが、それを取りまとめ
る過程での関係各部における議論の盛り上がりにも、
者としては大いに期待したいところである。
注
(1) 1?5!みに、留学生教育学会とほぼ同じ長さの段史を持つ日本
高等教育学会の機隠誌についても同じ翻交をしたところ、
留学をテーマに扱った論考は皆無で、今回は参考にならな
かった。また、 i丞り 1'，しにうNJ'lされた 2編のうち l縦は、
本稿冒践で紹介した大西 (2007)の論考である。
(2)他にも同時期に大学の国際化を訴えた財政・絞i斉一体改革
会談(経済産業省がとりまとめ)1経済成長戦略大綱(改訂)J
(2007 -4: 6月)があるが、留学に関する言及がないため、
本稿では割愛する。
(3)例えば所i挙(=しょざわ)潤 (2006)rアジアへの交換留学
は不振 戦自在的改革をJr関学交流J20061j: 11月号、日本
学生支援機構や、大関 (2007)報告惑の p.111等を参照さ
れたい。
(4)米国は、かつて自関学生の送り出しには治綴的と見{放され
ていたものの、現在では年間 100万人の海外留学を目標と
する、いわゆる fポール・サイモン法案」が議論されるな
ど転換点にある。
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